
 
 

４．地域・農林水産業・中小企業等の再生なくして、日本の再生なし 
 （１）特色を活かした地域づくり 

第２章 強い日本、強い経済、豊かで安全・安心な生活の実現 

６．強い経済、豊かな生活を支える公的部門の改革 
 （４）世界最高水準の電子政府の実現 

 （都市再生、まちづくり等） 
 「地域の元気創造プラン」を通じて、産・学・金・官の連携のもと、民間の資金を活用して、地域のイノベーション
サイクルを構築し、雇用の拡大を図るとともに、エネルギー・インフラや公共クラウドなどの地域の基盤整備を進め
る。 
 また、過疎地域や、離島・奄美等、半島を含む条件不利地域においては、航路、航空路等を含めた必要な交通
基盤を維持するとともに、民間活力を導入しながら生活支援機能及び定住環境を確保し、集落の活性化を図る。 

 電子政府・電子自治体の構築は、政府業務の効率化と国民の利便性の向上のカギである。ＩＴ総合戦略本部を
中心に、関係府省と連携して、世界最高水準の電子政府・電子自治体を早期に実現する。 
 
・ 政府ＣＩＯの下での政府業務の徹底的な見直し、政府情報システムのクラウド化や自治体クラウドの推進、府省

共通業務・システムの着実な開発・導入によるバック・ オフィス業務の効率化等により、行政コストの削減とサー
ビスの質の向上を図る。併せて、政府情報システムのコストを徹底して見直す。 
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３． 主な歳出分野における重点化・効率化の考え方 
（３） 地方行財政制度の再構築に向けて 

第３章 経済再生と財政健全化の両立 

② 重点的取組（地方財政の健全化、自立促進） 
－歳入改革－ 
  ・ 「日本再興戦略」・「地域の元気創造プラン」の推進等により、地方税収を増やす。 

（人口構造の変化等に適合した地方行財政制度の構築） 
 大都市における急速な高齢化や地方における過疎化の進展といった経済社会構造の変化に対し、国と県と市
町村の役割分担等の再整理を進めるとともに、広域連携・広域での機能分担等が進むよう、制度面から仕組み
を見直す。 
 
・ 定住自立圏構想を強力に進めていくため、圏域において各地方自治体が果たすべき役割に応じた適切な財政
措置の在り方を検討する。  
 
（地方における公共サービスの“可視化”の推進） 
 ・ 地域レベルの身近なデータの利活用を促すとともに、自治体クラウドの取組を加速させ、地方自治体のオー
プンガバメント化を進める。 
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